
                  

平成２9年4月20日 

事業主の皆様へ                 社会保険労務士法人 リヴル総研 

             代表社員 奥 村 繁 子 

 

暖かい日が多くなってきました。桜の季節も過ぎて、つつじが美しく咲く頃となりましたが、 

皆様におかれましてはいかがお過ごしでしょうかお伺い申し上げます。さて今月は、高年齢者

雇用に係る給付金、両立支援等助成金、福井県内の住まいづくり支援についてお知らせいたし

ます。 

 

 

Ｈ29 年度、高齢・障害・求職者雇用支援機構が取扱う高年齢者雇用に係る給付金

は以下の通り改正されました。 

⑴ 65 歳超雇用推進助成金(65 歳超継続雇用促進コース) 

他のコースの創設に伴い、以下の助成金名が変更されました。 

【Ｈ29.3.31 まで】65歳超雇用推進助成金 

【Ｈ29.4.1 以降】65 歳超雇用推進助成金(65歳超継続雇用促進コース) 

また、10 月所報でお知らせしました助成額が、平成 29 年 5 月 1 日から変更されま

す。詳しくはリヴル総研までお問い合わせ下さい。 

⑵ 65 歳超雇用推進助成金(高年齢者雇用環境整備支援コース) 

【廃止】高年齢者雇用安定助成金(高年齢者活用促進コース) 

【創設】65 歳超雇用推進助成金(高年齢者雇用環境整備支援コース) 

主な相違点は以下のとおりです 

【措置の内容】措置の内容から「新分野への進出等」及び「定年の引上げ等」を

削除し「機械整備の導入等」及び「雇用管理制度の導入等、健康管理制度の導入」

のいずれかとします。 

【支給額等】雇用管理制度の導入等に伴う経費については、30 万円を要したもと

とみなします。 

助成割合等につきましては、リヴル総研までお問い合わせ下さい。 

⑶ 65 歳超雇用推進助成金(高年齢者無期雇用転換コース) 

【廃止】高年齢者雇用安定助成金(高年齢者無期雇用転換コース) 

【創設】65 歳超雇用推進助成金(高年齢者無期雇用転換コース) 

主な相違点は以下のとおりです 

【対象となる転換制度】「雇用後 5年以内に転換する制度」であったものが、「平

成 25年 4月 1日以降に締結された契約に係る期間が通算 5年以内の者を転換する

制度」になります。 

事業主の生産性に関する要件、助成額につきましては、リヴル総研までお問合せ下さ

い。 
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研鑽開発し、知能集団を目指し、豊かな人生を築きます。私たちは、持てる力を十分に発揮して、地域社会と中小企業の発展に貢献



 

 

 従業員の職業生活と家庭生活の両立を支援するための取り組みを実施した事業主等に対して支

給する助成金は、次の5種類があります。 

① 出生時両立支援コース…男性が育児休業を取得しやすい職場風土作りの取組を行い、男性に

一定期間の連続した育児休業を取得させた事業主に支給します。 

② 介護離職防止支援コース…仕事と介護の両立に関する職場環境整備の取り組みを行い、介護

休業の取得・職場復帰または働きながら介護を行うための勤務制限制度の利用を円滑にする

ための取り組みを行った事業主に支給します。 

③ 育児休業等支援コース 

Ⅰ育児取得時・職場復帰時…「育児復帰支援プラン」を作成し、プランに沿って労働者に育

児休業を取得、職場復帰させた中小企業事業主に支給します。 

Ⅱ代替要員確保時…育児旧取得者の代替要員を確保し、休業取得者を原職等に復帰させた中

小企業に支給します。 

④ 再雇用者評価処遇コース…妊娠、出産、育児又は介護を理由として退職した者が、就業が可

能になったときに復職でき、適切に評価され、配置・処遇される再雇用制度を導入し、希望

する者を採用した事業主に支給します。 

⑤ 事業所内保育施設コース(平成28年4月から新規計画の認定申請受付を停止しています) 

 

⑥ 女性活躍加速化コース 

女性活躍推進法に基づき、自社の女性の活躍に関する「数値目標」、「数値目標」の達成に

向けた取組み目標を盛り込んだ「行動計画」を策定して、目標達成した事業主に支給します。 

 

 

 

 ◎支給額(各コース1企業1回限り) 

 中小企業 中小企業以外 

【加速化Ａコース】取組目標達成時 28.5万円<36万円> - 

【加速化Ｎコース】数値目標達成時 

女性管理職比率が基準値以上に上昇 

28.5万円<36万円> 

47.5万円<60万円> 

- 

28.5万円<36万円> 

詳しくは、リヴル総研までお問い合わせ下さい。 

ステップ①

女性の活躍の
状況把握を行
い、自社の女
性の活躍に向
けた課題を分
析

ステップ②

自社の課題解
決に相応しい
数値目標と取
組目標を盛り
込んだ行動計
画の策定・公
表等と自社の
女性の活躍状
況の公表

ステップ③

行動計画期間
内に「取組目
標」を達成
⇒「加速化Ａ
コース」を申
請

ステップ④

取組目標達成
時から3年以内
に「数値目
標」を達成し
て、達成状況
を公表
⇒「加速化Ｎ
コース」を申
請



 

福井県では、福井県産材を活用した新築・リフォーム等に対して補助が受けられます。 

支援制度名称 支援種別 内容 

県産材を活用したふ

くいの住まい支援事

業(新築) 

補助 

県産材を活用した一戸建て木造住宅(在来工法)の取得に対して補

助 

【補助金額】敷地面積200㎡未満：30万円 

      敷地面積200㎡以上：40万円 

補助対象の住宅に越前瓦、越前和紙を使用する場合、1㎡あたり

1,000円を上乗せする(上乗せ補助金の上限は、それぞれ10万円) 

県産材を活用したふ

くいの住まい支援事

業(リフォーム) 

補助 

県産材を活用した増築・リフォーム等に対して、県産材部材の使

用量に応じて補助 

【補助金額】1件当たり15万円 

補助対象の住宅に越前瓦、越前和紙を使用する場合、1㎡あたり

1,000円を上乗せする(上乗せ補助金の上限は、それぞれ10万円) 

 詳しくはリヴル総研までお問い合わせ下さい。 

 

 

福井市内に本店を有する事業所が対象となる、福井市からの補助金のご紹介です。 

中小企業者等省エネ設備投資支援補助金 

 省エネ設備等を導入することにより、温室効果ガスの排出削減と光熱費等の削減及び経営基

盤の強化を図る中小企業に対し、福井市が経費の一部を補助します。 

【補助率・補助限度額・補助対象経費】 

補助率   ５分の１以内 

補助限度額   ８０万円 

補助対象経費  機械購入費、設計費、工事費、据付費(消費税及び地方消費税は対象外です) 

【募集期間・募集件数】 

募集期間  平成２９年４月３日から９月２９日※予算額に達した時点で終了 

募集件数  ５件程度 

介護休業・介護短時間勤務制度等利用促進奨励金 

 介護休業や介護短時間勤務等の利用促進を図ることで、介護を理由とした離職を防ぐことを目的

として、奨励金を支給します。 

【奨励金交付額】             【申請書の提出時期】 

介護休業又は介護短時間勤務制度等の利用開始か

ら１か月経過した日の翌日から起算して２ヶ月以

内に提出。 

 

添付書類には、就業規則等、介護休業又は介護短時間勤務制度等が規定されていることが確認でき

る書類が必要です。詳しくはリヴル総研までお問い合わせ下さい。 

 

利用期間 奨励金額 

２週間以上～１か月未満 １０万円 

１か月以上 １５万円 



 

 

この度入社しました、中山茂都です。会社の花壇は、自分が作りました。 

こちらの写真(左下)は、マーガレットという花であり華やかで可愛らしさがあると思い選

びました。他にも様々な花がありますので、見て頂けると楽しい気持ちになると思います。 

植え方などでは、まだまだ未熟さはありますが少しでも会社の華やかさが、さらに増しま

すようお手入れなどを頑張っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    介護保険関連法の改正案が厚労委員会で可決 

衆議院厚生労働委員会で介護保険関連法が可決されました。今国会で成立すれば、来年

８月から現役並みの所得がある人の介護保険サービス利用料が３割へ引き上げられ、介護

保険料の負担が収入に応じて増減する「総報酬割り」が今年の８月から段階的に導入され

ます。 

 

    厚生年金加入の督促対策を強化へ 

 厚生労働省は、２０１７年度より、厚生年金に加入していない企業への加入促進策を強

化する方針を明らかにしました。現在、国土交通省と協力して建設業の許可・更新時に社

会保険の加入状況を確認する取組み等を進めていますが、今回は取組みの対象を飲食業や

理容業にも広げます。未加入の場合は日本年金機構に通報されます。国税庁から納税情報

の提供を受ける回数も現在の年２回から大幅に増やす考えです。 
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